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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第39期

第１四半期
連結累計期間

第38期

会計期間
自2018年４月１日
至2018年６月30日

自2017年４月１日
至2018年３月31日

売上高 （千円） 15,999,213 59,208,463

経常利益 （千円） 389,428 1,781,679

親会社株主に帰属する

四半期（当期）純利益
（千円） 242,152 1,014,762

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 234,740 992,655

純資産額 （千円） 9,213,676 9,317,621

総資産額 （千円） 19,376,614 19,870,200

１株当たり四半期（当期）純利益 （円） 29.10 151.58

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益
（円） 28.23 138.08

自己資本比率 （％） 47.6 46.9

（注）１．当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．第38期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、当社株式が2018年３月16日に東京証券取引所市

場第一部に上場したため、新規上場日から期末日までの平均株価を期中平均株価とみなして算定しておりま

す。

４．「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）等を当第１四半

期連結会計期間の期首から適用しており、前連結会計年度に係る主要な経営指標等については、当該会計基

準等を遡って適用した後の指標等となっております。

５．当社は、第38期第１四半期連結累計期間については四半期連結財務諸表を作成していないため、第38期第１

四半期連結累計期間に係る主要な経営指標等の推移については記載しておりません。

２【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

なお、「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）等を当第１四半

期連結会計期間の期首から適用しており、財政状態については遡及処理後の前連結会計年度末の数値で比較を行って

おります。

(1）財政状態および経営成績の状況

当第１四半期連結累計期間における我が国の経済は、雇用・所得環境の改善が続くなか、政府・日銀の各種政策

の効果もあって、緩やかな回復が継続いたしました。

また、世界経済においては、新興国等の経済の先行き、政策に関する不確実性による影響、通商問題の動向、金

融資本市場の変動の影響等について留意する必要があったものの、総じて緩やかな回復が継続いたしました。

こうしたなか、当社の重要顧客である国内メーカーの生産は、輸送機械において持ち直しがみられ、電子部品・

デバイスでは緩やかな増加が続きました。

一方、雇用情勢の面では、人手不足を背景に引き続き求人倍率が上昇し、製造業での残業時間も増加傾向にあり

ました。

さらに、労働契約法や労働者派遣法の改正に伴う、いわゆる2018年問題を受け、当社の重要顧客である国内メー

カーにおいては、その対応が課題となっており、外部人材活用のニーズが高まっております。

このような環境の中、当社グループでは、「人を育て 人を活かす」の創業理念のもと、2019年３月期から2021

年３月期までの中期経営計画を策定し、営業、採用、教育活動の強化を進め、顧客評価と従業員評価の向上を図っ

てまいりました。

この結果、当第１四半期連結累計期間の財政状態及び経営成績は、次のとおりであります。

なお、2018年３月期第１四半期は、金融商品取引法に基づく四半期連結財務諸表は作成していないため、前年同

期との比較については参考数値となります。

ａ．財政状態

当第１四半期連結会計期間末の資産合計は19,376百万円となり、前連結会計年度末に比べ493百万円減少いたし

ました。

当第１四半期連結会計期間末の負債合計は10,162百万円となり、前連結会計年度末に比べ389百万円減少いたし

ました。

当第１四半期連結会計期間末の純資産合計は9,213百万円となり、前連結会計年度末に比べ103百万円減少いたし

ました。

ｂ．経営成績

当第１四半期連結累計期間の経営成績は、売上高15,999百万円（前年同期比15.0％増）、営業利益372百万円

（前年同期比2.3％減）、経常利益389百万円（前年同期比1.6％増）、親会社株主に帰属する四半期純利益242百万

円（前年同期比5.3％減）となりました。

セグメント別の業績は、次のとおりであります。

（総合人材サービス事業）

総合人材サービス事業では、製造系人材サービスとして製造派遣・製造請負を、事務系人材サービスとして、

一般事務派遣、ＢＰＯ（Ｂｕｓｉｎｅｓｓ Ｐｒｏｃｅｓｓ Ｏｕｔｓｏｕｒｃｉｎｇ：企業運営上の業務やビジ

ネスプロセスを、専門企業に外部委託すること）を行っております。

当第１四半期連結累計期間の当事業は、売上高の91.3％を占める製造系人材サービスにおいて、重要顧客であ

るアカウント企業へ「技能社員」を重点的に配属していく戦略の下、人材育成への投資を積極的に行い、製造ス

タッフの技能向上と定着率の向上を図ってまいりました。2018年５月１日には「日総テクニカルセンター中日本

（長野県岡谷市）」を開設し、電子部品や精密機器などの分野で活躍できる人材を育成する体制を整え、顧客に

付加価値の高いサービスを提供することに取り組みました。これにより、顧客環境においては、輸送機器メーカ

ー及び電子部品メーカーを中心に受注が拡大し、在籍者数が大幅に増加（前年期末比606名増）いたしました。

また、無期雇用であり定着率の高い「技能社員」を配置する提案が重要顧客において好条件で進んだ結果、前連

結会計年度と比較し、当第１四半期連結累計期間における月間平均一人あたり売上高は12千円増加いたしまし

た。さらに、自社採用サイトの活用により低コストでの採用を実現するとともに、処遇の改善や教育機会の充実

によって製造スタッフの就業意欲を高め、定着率の向上を図ってまいりました。

この結果、当セグメントの売上高は、前年同期（13,339百万円）と比較して15.5％増加し、15,411百万円とな

りました。

また、利益面では、大幅な増収による効果および販管費比率の低減に向けた取り組みが、製造スタッフの処遇

改善や教育への投資などによる費用の上昇を吸収した結果、セグメント利益（内部取引消去後）は、前年同期

（397百万円）と比較して14.3％増加し、454百万円となりました。
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（その他の事業）

その他の事業では、介護・福祉事業を行っております。

当第１四半期連結累計期間の当事業は、2018年３月１日に開設した介護施設「すいとぴー東戸塚（横浜市戸塚

区）」への入居者数が増加いたしました。

この結果、当セグメントの売上高は、前年同期（568百万円）と比較して3.4％増加し、587百万円となりまし

た。

また、利益面では、「すいとぴー東戸塚」の入居数は増加しておりますが、開設後間もないため、人件費や運

営費など売上原価の増加を吸収しきれず、セグメント損失（内部取引消去後）は、前年同期（15百万円の営業損

失）と比較して65百万円拡大し、81百万円となりました。

(2）経営方針・経営戦略等

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあ

りません。

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

(4）研究開発活動

該当事項はありません。

(5）従業員数

当第１四半期連結累計期間において、当社グループでは、主に製造系人材サービスを中心に採用活動の強化や定

着率の向上に取り組んできた結果、総合人材サービス事業における無期雇用社員・期間契約社員数（製造スタッ

フ、派遣スタッフ）（注）は、前連結会計年度（12,212名）と比較して5.0％増加し、12,823名となりました。

これに伴い、総合人材サービス事業の従業員数が増加いたしました。また、その他の事業につきましては、主に

新設介護施設の従業員数が増加いたしました。

（注）無期雇用社員・期間契約社員数（製造スタッフ、派遣スタッフ）は当該連結累計期間の平均在籍者数となっ

ております。

セグメントの名称
2018年３月31日現在

従業員数（人）

2018年６月30日現在

従業員数（人）

総合人材サービス事業 1,332 (267) 1,388 (251)

その他の事業 242 (44)  253 (44)

合計 1,574 (311) 1,641 (295)

（注）従業員数は就業人員数であり、臨時雇用者数（パートタイマー）は、当該連結累計期間の平均人員を（ ）

外数で記載しております。
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３【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 25,600,000

計 25,600,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（2018年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（2018年８月９日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 8,337,400 8,350,940
東京証券取引所

（市場第一部）

株主として権利内容に

何ら限定のない当社に

おける標準となる株式

であり、単元株式数は

100株であります。

計 8,337,400 8,350,940 － －

（注） 「提出日現在発行数」欄には、2018年８月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発

行された株式数は含まれておりません。

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額

（千円）

資本準備金残
高（千円）

2018年４月１日～

2018年６月30日

（注）

46,200 8,337,400 4,851 1,990,215 4,851 2,341,165

（注） 新株予約権の行使による増加であります。

（５）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（2018年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

①【発行済株式】

2018年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 8,290,800 82,908 －

単元未満株式 普通株式 400 － －

発行済株式総数 8,291,200 － －

総株主の議決権 － 82,908 －

②【自己株式等】

該当事項はありません。

２【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はございません。

なお、当社は執行役員制度を導入しており、当四半期報告書提出日までの執行役員の異動は、次のとおりです。

退任執行役員

役名 氏名 職名 退任年月日

執行役員 佐々木 泰俊 事業本部製造統括部長 2018年７月15日
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

なお、当四半期報告書は、第１四半期に係る最初に提出する四半期報告書であるため、前年同四半期との対比は行

っておりません。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（2018年４月１日から2018

年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（2018年４月１日から2018年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、EY新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

なお、新日本有限責任監査法人は2018年７月１日付をもって名称をEY新日本有限責任監査法人に変更しておりま

す。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

前連結会計年度
(2018年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2018年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 5,283,739 4,603,296

受取手形及び売掛金 6,791,691 6,969,855

その他 684,061 747,159

貸倒引当金 △6,444 △7,408

流動資産合計 12,753,048 12,312,903

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 2,113,842 2,116,984

土地 2,771,384 2,771,384

その他（純額） 109,108 157,981

有形固定資産合計 4,994,335 5,046,350

無形固定資産 380,215 360,601

投資その他の資産

その他 1,744,344 1,658,461

貸倒引当金 △1,742 △1,703

投資その他の資産合計 1,742,601 1,656,758

固定資産合計 7,117,152 7,063,710

資産合計 19,870,200 19,376,614

負債の部

流動負債

1年内返済予定の長期借入金 501,889 510,306

未払費用 4,331,212 4,577,336

未払法人税等 632,856 97,112

賞与引当金 528,328 317,496

その他 2,212,673 2,424,135

流動負債合計 8,206,960 7,926,387

固定負債

長期借入金 1,883,221 1,757,675

退職給付に係る負債 36,418 48,198

その他 425,978 430,676

固定負債合計 2,345,618 2,236,550

負債合計 10,552,579 10,162,937

純資産の部

株主資本

資本金 1,985,364 1,990,215

資本剰余金 2,336,314 2,341,165

利益剰余金 4,808,584 4,702,506

自己株式 - △156

株主資本合計 9,130,263 9,033,731

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 160,525 153,546

為替換算調整勘定 1,529 1,421

退職給付に係る調整累計額 25,302 24,976

その他の包括利益累計額合計 187,357 179,945

純資産合計 9,317,621 9,213,676

負債純資産合計 19,870,200 19,376,614
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

当第１四半期連結累計期間
(自 2018年４月１日
至 2018年６月30日)

売上高 15,999,213

売上原価 13,339,020

売上総利益 2,660,192

販売費及び一般管理費 2,287,508

営業利益 372,684

営業外収益

受取利息 458

受取配当金 6,987

助成金収入 9,718

受取家賃 11,536

その他 16,879

営業外収益合計 45,580

営業外費用

支払利息 9,049

持分法による投資損失 1,213

賃貸費用 5,599

その他 12,973

営業外費用合計 28,836

経常利益 389,428

税金等調整前四半期純利益 389,428

法人税、住民税及び事業税 51,980

法人税等調整額 95,294

法人税等合計 147,275

四半期純利益 242,152

非支配株主に帰属する四半期純利益 -

親会社株主に帰属する四半期純利益 242,152
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

当第１四半期連結累計期間
(自 2018年４月１日
至 2018年６月30日)

四半期純利益 242,152

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △6,978

退職給付に係る調整額 △326

持分法適用会社に対する持分相当額 △107

その他の包括利益合計 △7,412

四半期包括利益 234,740

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 234,740

非支配株主に係る四半期包括利益 -
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【注記事項】

（追加情報）

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用）

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）等を当第１四半期

連結会計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示しております。

（四半期連結貸借対照表関係）

受取手形割引高及び電子記録債権割引高

前連結会計年度
（2018年３月31日）

当第１四半期連結会計期間
（2018年６月30日）

受取手形割引高 4,226千円 1,908千円

電子記録債権割引高 212,999 192,594

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四

半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであり

ます。

当第１四半期連結累計期間
（自 2018年４月１日
至 2018年６月30日）

減価償却費 67,473千円

（株主資本等関係）

当第１四半期連結累計期間（自 2018年４月１日 至 2018年６月30日）

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2018年６月28日

定時株主総会
普通株式 348,230 42 2018年３月31日 2018年６月29日 利益剰余金

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当第１四半期連結累計期間（自 2018年４月１日 至 2018年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）

報告セグメント

調整額
（注）１

四半期連結損益
計算書計上額
（注）２

総合人材サービ
ス事業

その他の事業 計

売上高

外部顧客への売上高 15,411,632 587,581 15,999,213 - 15,999,213

セグメント間の内部売上高

又は振替高
2,560 - 2,560 △2,560 -

計 15,414,192 587,581 16,001,773 △2,560 15,999,213

セグメント利益又は損失

（△）
455,197 △81,616 373,581 △897 372,684

（注）１ セグメント利益又は損失の調整額△897千円は、セグメント間取引消去等であります。

２ セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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２．報告セグメントの変更等に関する事項

当社グループでは、「総合人材サービス事業」と「その他の事業」を報告セグメントとしておりました

が、全セグメントに占める「総合人材サービス事業」の割合が高く、開示情報としての重要性が乏しいこと

から、セグメント情報の記載を省略しておりました。

当第１四半期連結累計期間より「その他の事業」である介護・福祉事業における介護施設の開設に伴い、

開示情報としての重要性が増したため、「報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情

報」を記載しております。

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以

下のとおりであります。

当第１四半期連結累計期間
（自 2018年４月１日
至 2018年６月30日）

（１）１株当たり四半期純利益 29.10円

（算定上の基礎）

親会社株主に帰属する四半期純利益（千円） 242,152

普通株主に帰属しない金額（千円） －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利益

（千円）
242,152

普通株式の期中平均株式数（株） 8,322,068

（２）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 28.23円

（算定上の基礎）

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額（千円） －

普通株式増加数（株） 255,108

（うち新株予約権（株）） （255,108）

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり

四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、前

連結会計年度末から重要な変動があったものの概要

－
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（重要な後発事象）

（株式分割及び株式分割に伴う定款の一部変更）

当社は、2018年８月６日開催の取締役会において、株式分割及び株式分割に伴う定款の一部変更を行うことを

決議いたしました。

１．株式分割の目的

投資単位当たりの金額を引き下げ、当社株式の流動性の向上と投資家層の拡大を図ることを目的としており

ます。

２．株式分割の概要

（１）分割の割合及び時期

2018年８月21日（火）を基準日として、同日最終の株主名簿に記載又は記録された株主の所有する普通

株式を、１株につき２株の割合をもって分割いたします。

（２）分割により増加する株式数

株式分割前の発行済株式総数 8,350,940株

今回の分割により増加する株式数 8,350,940株

株式分割後の発行済株式総数 16,701,880株

株式分割後の発行可能株式総数 51,200,000株

（注）上記の発行済株式総数及び増加する株式数は、2018年７月31日現在の発行済株式総数に基づき記

載しているものであり、株式分割の基準日までの間に新株予約権の行使により増加する可能性が

あります。

（３）分割の日程

基準日公告日 2018年８月６日（月）

基準日 2018年８月21日（火）

効力発生日 2018年８月22日（水）

（４）１株当たり情報に及ぼす影響

当該株式分割が当連結会計年度の期首に行われたと仮定した場合の１株当たり情報は、以下のとおりで

あります。

当第１四半期連結累計期間

（自 2018年４月１日

至 2018年６月30日）

１株当たり四半期純利益 14.55円

潜在株式調整後

１株当たり四半期純利益
14.12円

３．株式分割に伴う定款の一部変更

（１）定款変更の理由

株式分割に伴い、会社法第184条第２項の規定に基づいて当社定款の一部を変更いたします。

（２）定款変更の内容

変更の内容は以下のとおりであります。（変更箇所は下線を付しております。）

変更前 変更後

（発行可能株式総数）

第６条 当会社の発行可能株式総数は、

25,600,000株とする。

（発行可能株式総数）

第６条 当会社の発行可能株式総数は、

51,200,000株とする。

（３）定款変更の日程

取締役会決議日 2018年８月６日（月）

効力発生日 2018年８月22日（水）
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４．その他

資本金の額の変更

今回の株式分割に際して、資本金の額の変更はありません。

５．新株予約権の権利行使価額の調整

株式分割に伴い、2018年８月22日以降、当社発行の新株予約権の１株当たりの行使価額を以下のとおり調

整いたします。

取締役会決議日 新株予約権の名称 調整前行使価額 調整後行使価額

2016年３月22日 第５回新株予約権 210円 105円
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２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

2018年８月９日

日総工産株式会社

取締役会 御中

EY新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 柳井 浩一

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 大野 祐平

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日総工産株式

会社の２０１８年４月１日から２０１９年３月３１日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（２０１８年４月１

日から２０１８年６月３０日まで）及び第１四半期連結累計期間（２０１８年４月１日から２０１８年６月３０日まで）

に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び

注記について四半期レビューを行った。

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日総工産株式会社及び連結子会社の２０１８年６月３０日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての

重要な点において認められなかった。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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